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本日の講演内容

１. 電気通信事業法と端末設備

2. 端末設備の技術基準

3. 基準認証のしくみ

4. 端末機器の技術基準適合表示と義務

5. 端末機器の市場調査と不適合事例



用 語

資料に記載する法○○条は、特段注釈がない限り「電気通信事業法」を指します。



１. 電気通信事業法と端末設備１. 電気通信事業法と端末設備



電気通信事業法は、有線・無線を問わず電気通信事業者の電気通信設備と
接続する端末設備や自営電気通信設備を対象としている。

電波法

電波を発射する無線設備

有線電気通信設備

有線電気通信法

電気通信設備に係る法令から見た電気通信事業法

無

線

有

線

電気通信事業に
該当しない通信設備

【対象設備】

【対象設備】
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電気通信回線設備に接続する

端末設備
または

自営電気通信設備

電気通信事業者が設置する

電気通信設備
と

【対象設備】

電気通信事業法



電波法の無線設備の技術基準

有限希少な電波の公平かつ能率的
な利用を確保するため、電波を発射
する全てのもの（機器）に適用する技
術基準

・ 周波数、電波の型式、送信電力等
の指定（干渉回避、共有の可否等）

電気通信事業法の端末設備の技術基準

電気通信事業者の電気通信回線設備に利用者※１

が端末設備を接続する際、事業者の設備に影響が
ないことをしめす技術基準

公平かつ能率的な利用の確保
（電波法第1条）

電気通信事業法と電波法の端末設備の技術基準の目的の違い

【電波法】 【電気通信事業法】

電気通信事業者の運営を適正かつ合理的、公正な
競争の促進、電気通信役務の円滑な提供、利用者※１

の利益の保護 （事業法※２第1条）

電気通信事業の競争の促進電波は有限希少

※１ 利用者（電気通信事業者との間に電気通信役務の提供を受ける契約を締結する者（事業法※２第18条））
※２ 事業法：電気通信事業法

（事業法※２第52条第2項）

・ 電気通信回線設備への損傷、機能障害
・ 電気通信回線設備を利用する他の利用者への影響
・ 設備の責任分界の明確化
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保安器

電気通信事業者側

電気通信回線設備

端末設備

技術基準は、電気通信事業者の電気通信回線設備に接続する端末設備に課せられている。

端末設備の技術基準

アナログ電話の事例

利用者側

端末機器
(電話器)

電気通信事業法の端末設備に係る技術基準

次の事項が確保されるものとして定められなけ
ればならない。

１ 電気通信回線設備を損傷し、又はその機能に
障害を与えないようにすること。

２ 電気通信回線設備を利用する他の利用者に
迷惑を及ぼさないようにすること。

３ 電気通信事業者の設置する電気通信回線設
備と利用者の接続する端末設備との責任の分
界が明確であるようにすること。

（法第52条第2項）

技術基準は端末設備全体に適用されるが

技術基準適合認定は、端末機器が対象
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接続

責任の分界

端末設備の技術基準は
電気通信回線設備に影響
を与えないことが目的



同一構内

社屋間を結ぶ自営電気通信設備の例

自営電気通信設備※１の場合でも電気通信事業者の電気通信回線設備に接続する場合、端末設備
と同様に電気通信事業法の適用対象となります。（端末設備の接続の技術基準を基本的に準用）

端末設備

責任の分界

端末機器
ONU/HUB

VoIP

WiFi

端末機器
無線LANルータ

端末機器
電話器

端末機器
PC

端末機器
スマートフォン

電気通信事業者側

FTTHの例

端末機器
Webｶﾒﾗ

利用者側

端末機器
NET対応TV

接続

接続

別の敷地

公道
（敷地外）

自営電気通信設備

電気通信回線設備

端末設備と自営電気通信設備 7

同一の構内又は同一の建物内

別の建屋、公道を挟み敷地を分断
するなど別の敷地※２

・・・

PBX

サーバ
PC

電話 複合機

端子板
PC PC

電話 複合機

端子板
PCPC

電話 複合機

端子板
PC

※２ 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者との接続を除く。

（※１ 法第７０条）



無線で電気通信事業者の電気通信回線設備に接続する場合は、電波法の技術基準に加えて
利用者は端末設備の技術基準を満たさなければ接続できません。
端末設備の技術基準は、電気通信事業者の設備に接続する契約をした利用者に課せられます。
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① FTTH

責任の分界

接続

電気通信事業者
（電気通信回線設備）

利用者
（端末設備）

WiFi

端末機器
HUB VoIP)(ONU/

端末機器
(無線LANルータ)

② 携帯電話（３G・４G）

（基地局）

サービスエリア

電波
の区間

責任の分界

電気通信事業者
（電気通信回線設備）

利用者
（端末設備）

接続

端末設備 = 端末機器
(スマートフォン)

無線LANルータ

責任の分界

電気通信事業者
（電気通信回線設備）

WiFiスポット

電波
の区間

利用者
（端末設備）

接続

③ 無線LAN

端末設備 = 端末機器
(スマートフォン)

無線で接続する端末設備と利用者の関係

WiFi

FTTHの利用者
（契約者）

利用者
（非契約者）

端末機器
（スマートフォン）

同じ端末機器でも契約者とは限らない
無線LANルータ
ｽﾏｰﾄﾌｫﾝ

※ 電気通信事業の利用者（電気通信事業者との間に電気通信役務の提供を受ける契約を締結する者をいう。（電気通信事業法第18条第3項））



責任の分界

【端末設備】

有線LAN

ネットワーク
対応TV

FTTH

ONU

無線LAN

【自営電気通信設備】

電話

電力会社 鉄道会社

発電所・変電所間等を結ぶ通信敷地を超え社屋間を結ぶLANシステム 駅間・列車等を結ぶ通信

（ 事 例 ）

責任の分界

同一の構内（敷地内）

Webカメラ

電気通信
事業者側

利用者側
電気通信
事業者側

利用者側

（端末設備は
端末機器のみ）

電波の区間
（設備なし）

PC

公道
（敷地を分断）

端末設備

端末設備

電気通信
事業者側

利用者側
電気通信
事業者側

利用者側

同一の敷地にない同一の敷地にない
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同一の建物内
端末設備

電気通信
事業者側

利用者側

PBX

PC

企業

オフィスネットワーク

電話

電話

複合機

サーバ

責任の分界

責任の分界 責任の分界責任の分界
同一の敷地にない

電気通信
事業者側

利用者側

接続

ホームネットワーク 携帯電話/スマートフォン

オフィスネットワーク

電気通信
回線設備

電気通信
回線設備 電気通信

回線設備

電気通信
回線設備

電気通信
回線設備

電気通信
回線設備

接続 接続

接続 接続 接続



端末設備の技術基準の適合性の確認方法

技術基準に適合すると認められた
表示のある端末機器

① 適合表示端末機器

端末設備の配線等の工事を専門的知識をもつ
工事担任者に行わせる。

② 工事の監督・施工

利用

工事担任者を要しない端末機器の接続方式※２

技術基準適合認定等を受けた端末機器であって
次の方式による接続の場合

プラグジャック方式
アダプタ式ジャック方式
音響結合方式（音響カプラ）
電波

工事担任者

電気通信事業者による検査（法第69条）

端末設備

有線

ONU

線

電話

PC

利用者は、適合表示端末機器以外の場合、利用者
は、電気通信事業者の検査を受け端末設備が技術基
準に適合と認められた後でなければ使用できない。
端末設備の変更も同様。

主な検査の適用除外（施行規則第３２条）

４ 電気通信事業者が、端末設備の接続につき検査を省略
しても技術基準に適合しないおそれがないと認められる
場合であつて、検査を省略することが適当であるとして
その旨を定め公示した端末設備を接続

等

電気通信事業者が確認 利用者が確認

無線LAN
ルータ

有線
スマートフォン

ONU

電話
PC

無線LAN
ルータ

端末設備

スマートフォン

※２ 昭和60年郵政省告示第244号

電気通信事業者

（法第71条）
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電気通信事業法の技術基準適合認定等を考える上での前提

電気通信事業法の基準認証を取得する意味は何か？

利用者があらかじめ端末機器が技術基準に適合するか確認できる表示をすることで・・・

大量に流通する端末機器の場合は特に、
利用者、電気通信事業者、製造者にとってメリットが大きいといえます。

利用者のメリット

① 多様な端末機器の選択が可能。

② 電気通信事業者の検査が不要。

③ 工事担任者による工事の適用除外
も端末機器が技術基準適合認定等
を受けていることが前提。 等

電気通信事業者のメリット

① 得体のしれない端末が接続して回線
に影響が出た場合、利用者との責任が
明確。

② 適合表示端末の利用を前提とした
多様な電気通信役務の提供が可能。

③ 大幅に端末設備の接続の検査を減
らせる。

④ 端末機器の開発を事業者自らがしな
くても良い。

等

製造者のメリット

① 用途の広い製品として利用者から
選択される。

② 多様な商品の企画販売が可能。 等
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2. 端末設備の技術基準2. 端末設備の技術基準



第1章 総則

第2章 技術基準適合認定
第1節 技術基準適合認定
第2節 端末機器の設計についての認証

第3章 承認認証
第1節 技術基準適合認定
第2節 端末機器の設計についての認証

第4章 特定端末機器の技術基準適合自己確認

第5章 雑則

端末設備等規則
（端末設備の技術基準）

端末設備等規則
（端末設備の技術基準）

第1章 総則
第2章 責任の分界
第3章 安全性等
第4章 電話用設備に接続される端末設備

第1節 アナログ電話端末
第2節 移動電話端末
第3節 インターネットプロトコル電話端末
第4節 インターネットプロトコル移動電話端末

第5章 無線呼出用設備に接続される端末設備
第6章 総合デジタル通信用設備に接続される端末設備
第7章 専用通信回線設備又はデジタルデータ伝送

用設備に接続される端末設備 等

電気通信事業法における技術基準と基準認証の関係

端末機器の技術基準適合認定等に関する規則
（基準認証の適用対象・登録認定機関・認定方法 等）

端末機器の技術基準適合認定等に関する規則
（基準認証の適用対象・登録認定機関・認定方法 等）

登録認定機関

届出業者
製造者 輸入業者

※ 技術基準適合認定※１や設計認証を受けようとする者※２

認証取扱業者※２

受験者※１

電気通信事業法電気通信事業法

第2章 電気通信事業（法第6条-第116条） 第5節 指定試験機関等（法第74条-第105条）
第3款 登録認定機関（法第86条-第103条）
第4款 承認認定機関（法第104条・第105条）

第4節 電気通信設備（法第41条-第73条）
第2款 端末設備の接続等（法第52条）

（法第53条-第73条）

基準認証に係る事業法上の規定は、端末設備及び自営電気通信設備の技術基準を定める「端末
設備等規則」と基準認証に係る認証機関や認定手法、審査の方法等を定める「端末機器の技術基
準適合認定等に関する規則」の２つに大別されます。

配線
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端末設備等規則の技術基準の構造

電話用設備※１

に接続する
端末設備

電話用設備※１

に接続しない

移動しない端末機器（有線）

第４章 第1節 アナログ電話端末

第４章 第2節 移動電話端末

第４章 第3節 インターネットプロトコル電話端末

第４章 第4節 インターネットプロトコル移動電話端末

第5章 無線呼出端末

※１ 電話用設備 ： 電気通信事業者のアナログ電話用設備、携帯電話用設備、PHS用設備、IP電話用設備、総合デジタル通信用設備
※２ 総務省告示第87号:インターネットプロトコル電話端末及び専用通信回線設備等端末の電気的条件等

第３章
安全性等

(共通の基準）

移動する端末機器（無線）

第６章 総合ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信（ISDN）用設備に接続される端末設備

第７章 専用設備※２ 又は
データ通信用設備に

（総務省告示第87号）※２

別表第５号 無線設備を使用する専用通信回線等

【無線を用いるデータ通信用端末】

【構造図】

別表第1号、第2号 メタルインタフェースの端末
別表第3号 同軸インタフェースの端末
別表第4号 光インタフェースの端末
別表第6号 その他インタフェースの端末

【有線を用いる専用設備・データ通信用端末】

（総務省告示第87号）※２

第８章 特殊な端末設備（技術的条件）

第９章 自営電気通信設備
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端末設備等規則の技術基準一覧

第４章 電話用設備に接続される端末設備 第５章
無線呼出用設備
に接続される端
末設備

第６章
総合ﾃﾞｼﾞﾀﾙ通信
用設備に接続さ
れる端末設備

第７章
専用設備又はﾃﾞｰﾀ
通信用設備に接続
される端末設備

第１節
ｱﾅﾛｸﾞ電話端末

第２節
移動電話端末

第３節
ＩＰ電話端末

第4節
ＩＰ移動電話端末

基本的機能 第10条 第17条 第32条の２ 第32条の10 － 第34条の２ －

発信の機能 第11条 第18条 第32条の３ 第32条の11 － 第34条の３ －

選択信号の条件 第12条 － － － － － －
送信タイミング － 第19条 － 第32条の12 － － －

ランダムアクセス制御 － 第20条 － 第32条の13 － － －

タイムアラインメント制御 － 第21条 － 第32条の14 － － －

位置登録制御 － 第22条 － 第32条の15 － － －

チヤネル切替指示に従う
機能

－ 第23条 － 第32条の16 － － －

受信レベル通知機能 － 第24条 － 第32条の17 － － －

送信停止指示に従う機能 － 第25条 － 第32条の18 － － －

受信レベル等の劣化時の
自動的な送信停止機能

－ 第26条 － 第32条の19 － － －

故障時の自動的な送信停
止機能

－ 第27条 － 第32条の20 － － －

識別情報登録 － － 第32条の４ － － － －

ふくそう通知機能 － － 第32条の５ 第32条の22 － － －
重要通信確保 － 第28条 － 第32条の21 － － －

緊急通報機能 第12条の２ 第28条の２ 第32条の６ 第32条の23 － 第34条の４ －

端末固有情報の変更防止 － 第29条 － 第32条の24 第33条 － －
電気的条件 等 第13条 － 第32条の７ － － 第34条の５ 第34条の８

送出電力 等 第14条 第30条 第32条の８ － － 第34条の６ －

漏話減衰量 第15条 第31条 － － － － 第34条の９
特殊な端末 第16条 第32条 第32条の９ 第32条の25 第34条 第34条の７ －

第３章 安全性等 （端末設備の種別に係らない技術基準）

漏えいする通信の識別禁止（第4条） 鳴音の発生防止（第5条） 絶縁抵抗等（第6条）
過大音響衝撃の発生防止（第７条） 配線設備等（第8条） 端末設備内において電波を使用する端末設備（第9条）

ＶｏＬＴＥ

第８章 特殊な端末設備（第３５条） 技術的条件 第９章 自営電気通信設備（第３６条） 端末設備の接続の技術基準を基本的に準用

ＬＴＥ
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（※総務省告示第87号）

【データ通信用端末】

※ インターネットプロトコル電話端末及び専用通信回線設備等端末の電気的条件等



3. 基準認証のしくみ3. 基準認証のしくみ



１ 登録認定機関による「技術基準適合認定」
（法第53条第１項）

端末機器の技術基準適合認定等の取得方法

２ 登録認定機関による「設計認証」
（法第56条）

３ 製造業者又は輸入業者による「技術基準適合自己確認」
（法第63条）

日本の技術基準への
適合性を示すマーク

（適合表示）
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（個別機器ごとに認定）

（設計を認証）

（設計を確認）

技術基準適合の確認方法



【認定後に発生する義務】
社名等に変更を生じた場合、遅滞な
く総務大臣に届け出る義務（10年間）
（認定規則第8条第5項）

端末機器の技術基準適合認定（法第５３条第1項）

・ 端末機器1台毎、登録認定機関が技術基準への適合性を審査
・ 認定を受けた者は、社名、住所及び代表者に変更がある場合の届出義務はあるが、検査記録の保存
義務がない
・ 表示を登録認定機関が行うため誤表示などの表示義務違反のリスクが少ない

公示
認定情報の公示

１ 書類の準備

端末機器（申込機器）に係る資料

○ 名称、用途、構成、機能及び仕様の概要
を説明した資料

○ 外観、構造及び寸法を記載した外観図
○ 接続系統図
○ ブロック図
○ 機器の取扱い及び操作の方法を説明
した資料

○ 申込端末機器または申込端末機器の
試験結果

（認定規則※別表第一号）

※ 認定規則 ： 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則

登録認定機関が技適マークを表示

Ａ ●●●●●●●

（技術基準適合認定番号）

適合

２ 登録（承認）認定機関に
よる審査

認定規則※第8条（第
に基づく審査

３ 端末機器の受領

Ａ ●●●●●●●

（技術基準適合認定番号）

詳細は登録認定機関に
相談しましょう。

適合表示を付けた端末機器

審査
依頼

審査
終了

変更
届出

【特徴】

技術基準適合認定を
取得しようとする者
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２ 登録（承認）認定機関による審査

３ 設計認証を受けた業者
「認証取扱業者」として次の義務が発生

・ 検査記録の作成・保存義務 (10年間）

・ 設計合致義務

設計認証（法第５６条）

※ 認定規則 ： 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則

設計認証を受けようとする者

１ 書類の準備

設計認証に係る端末機器（申込機器）
に係る資料

○ 名称、用途、構成、機能及び仕様の概要
を説明した資料

○ 外観、構造及び寸法を記載した外観図
○ 接続系統図
○ ブロック図
○ 機器の取扱い及び操作の方法を説明し
た資料

○ 申込端末機器または申込端末機器の
試験結果

○ 確認方法書

（認定規則※別表第二号）

審査
依頼

適合

認定規則※第19条（第35条）
に基づく審査

認証取扱業者として技適マークの表示

認証を取得
した事項

合致

義務の履行

Ｔ ●●●●●●●

（設計認証番号）

４ 公示

認証情報の公示設計認証
の報告

【認定後に発生する義務】
社名及び端末機器の名称に変
更を生じた場合、遅滞なく総務
大臣に届け出る義務（10年間）
（認定規則第19条第5項）

変更届出

・ 同一仕様の設計単位で登録認定機関が技術基準への適合性を審査。
・ 設計合致義務や検査記録の作成・保存義務が発生。義務の履行により認証取扱業者として表示が可能。
・ 誤表示などの表示義務違反のリスクが発生。

【特徴】
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技術基準適合自己確認（電気通信事業法第6３条）

３ 形式審査
手続上の不備等の確認

公示
届出があった旨の公示

４ 届出番号

受理

届出
１ 書類の準備

設計認証に係る端末機器（申込機器）
に係る資料

○ 名称、用途、構成、機能及び仕様の概要
を説明した資料
○ 外観、構造及び寸法を記載した外観図
○ 接続系統図
○ ブロック図
○ 機器の取扱い及び操作の方法を説明
した資料
○ 申込端末機器の試験結果
○ 確認方法書

（認定規則※別表第四号）

製造者

輸入業者

２ 届出書の作成

認定規則※第41条第2項に定める届出書
⇒ 【様式第１２号】

１ 設計の検証、２ 試験、３ 確認方法の検証 等

５ 届出業者としての義務
「届出業者」として次の義務を履行

・ 検査記録の作成・保存義務 (10年間）

・ 設計合致義務

届出業者として義務発生

届出業者として
技適マークの表示

届け出た
設計

合致

義務の履行

Ｔ ●●●●●●●

（届出番号）

届出業者

変更届出

届出
番号

【認定後に発生する義務】
変更を遅滞なく届け出る義務
（法第63条第5項）
確認方法書の提出（認定規則
第41条第8項）を含む

・ 製造業者、輸入業者が登録認定機関によらず端末機器の設計単位の技術基準を自ら適合性を確認。
・ 設計合致義務や検査記録の作成・保存義務が発生。義務の履行により認証取扱業者として適合表示が可能。
・ 誤表示などの表示義務違反のリスクが発生。
・ 適合性の確認を含め全ての責任を負う。

【特徴】

責任を明確に
した届出
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端末機器1台毎

同一の設計単位毎

技術基準適合表示の取得方法の違いと責任

技

術

基

準

に

適

合

製造者

（１）技術基準適合認定

（２）設計認証

(３) 技術基準適合自己確認

登録認定機関が
技術基準の適合性を審査

登録認定機関が表示
（法第５３条第２項

Ａ ●●●●●●●

（技術基準適合認定番号）

Ａ ●●●●●●●

（技術基準適合認定番号）

輸入業者

登録認定機関が
技術基準の適合性を審査

届出業者が技術基準
の適合性を確認

検査記録の作成・
保存義務(10年間）

設計合致義務

届出業者

届出

認証取扱業者が表示（法第５８条）

届出番号

同一の設計単位毎

製造者

輸入業者

合致

Ｔ ●●●●●●●

（設計認証番号）

届出業者が表示（法第６５条）

検査記録の作成・
保存義務(10年間）

設計合致義務

合致

Ｔ ●●●●●●●

（届出番号）

認証取扱業者

※法：電気通信事業法

設計認証を受け
ようとする者

技術基準適合認定を
取得しようとする者

技術基準適合認定
を取得した者
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１ 確認の単位
届け出た確認方法により同一の設計
毎に確認

２ 技術基準の適合性の確認
届出業者※2

３ 表示ができる者
届出業者※2

４ 表示の条件（法第63条,第64条）
以下の履行後表示が可能
① 届出に係る確認方法に従い検査
② 検査記録の作成保存（10年）

責 任

技術基準適合認定等の比較

１ 認定の単位
端末機器（1台）毎に認定

２ 技術基準の適合性の確認
登録認定機関

３ 表示を付す者
登録認定機関

４ 表示の条件
登録認定機関が技術基準適合
認定をしたとき表示が可能

（略語）法：電気通信事業法 認定規則：端末機器の技術基準適合認定等に関する規則

１ 認証の単位
同一の設計毎に認証

２ 技術基準の適合性の確認
登録認定機関

３ 表示ができる者
認証取扱業者※1

４ 表示の条件（法第57条）
以下の履行後表示が可能
① 登録認定機関の認証を受ける
② 設計認証に係る確認方法に従い
設計合致に係る検査

③ 検査記録の作成保存（10年）

※1 認証取扱業者：設計認証を受けた者 ※2 届出業者：製造業者又は輸入業者で技術基準適合自己確認を行い総務大臣に届け出た者

認証取扱業者(表示の取得者)
適合性合致に係る責任
表示の責任

届出業者（表示の取得者）
技術基準の適合性に係る責任、
表示に係る責任、検査記録に係る
責任など全ての責任

登録認定機関
１ 技術基準の適合性に係る責任
２ 表示に係る責任

技術基準適合認定
（法第53条⇒認定規則第4条-第18条）

認証設計
（法第56条-第58条⇒認定規則第19条-第24条）

技術基準適合自己確認
（法第63条-第65条⇒認定規則第41条-第44条）

責 任

登録認定機関
認定時の技術基準の適合性に係る
審査責任

責 任

表示の取得者の責任範囲 大小
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番号 登録認定機関名 （８機関） 登録年月日 所在地

001 一般財団法人電気通信端末機器審査協会 平成16年1月26日 東京都港区

003 株式会社ディーエスピーリサーチ 平成16年1月26日 兵庫県神戸市

005 テュフ・ラインランド・ジャパン株式会社 平成16年1月26日 神奈川県横浜市

007 株式会社UL Japan 平成26年3月12日 三重県伊勢市

008 株式会社コスモス・コーポレイション 平成20年9月25日 三重県度会郡度会町

010 株式会社イー・オータマ 平成24年9月14日 神奈川県川崎市

018 株式会社認証技術支援センター 平成25年9月18日 神奈川県横浜市

019 一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター 平成26年7月16日 東京都品川区

※ 001 一般財団法人電気通信端末機器審査協会以外の７機関は、電波法に基づく、登録証明機関でもある。

平成28年3月1日現在

① 登録認定機関

電気通信事業法の基準認証を担う機関等

② 承認認定機関
なし

23



平成28年3月1日現在

番号 登録外国適合性評価機関名 （5機関） 登録年月日 本社所在地

201 TELEFICATION B.V. 平成16年10月12日 欧州（オランダ）

202 CETECOM ICT Services GmbH 平成16年10月12日 欧州（ドイツ）

205 TRaC Telecoms & Radio Ltd 平成19年9月10日 欧州（イギリス）

208 Siemic, Inc. 平成23年3月29日 米国

211 Bay Area Compliance Laboratories Corp. 平成23年8月8日 米国

① 登録外国適合性評価機関
各協定締結国・地域において日本の電気通信事業法に基づく技術基準適合性について審査。

認定適合性評価機関 (2機関) 対象国

一般財団法人テレコムエンジニアリングセンター（ＴＥＬＥＣ） 欧州共同体

株式会社 UL Japan 欧州共同体、米国

日本において各MRA締結国の制度に基づく技術基準適合性について審査。

② 認定適合性評価機関

ＭＲＡとは
○ 相互承認協定(MRA)：電気通信機器の技術基準への適合性評価の結果を日本国と外国
との間で相互に受け入れる制度

○ これまで、電気通信機器に関しては、日欧間(平成14年１月発効)、日シンガポール間(平
成14年11月発効)、日米間（平成20年1月発効）で相互承認協定を締結し運用中。

外国との相互承認協定（MRA）の概要 24

平成28年3月1日現在

欧州の基準
への適合性
を示すマーク

米国の基準
への適合性
を示すマーク

日本の基準
への適合性
を示すマーク



年度 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

登録認定機関 1029 959 942 986 1078 931 869 909 874 1006 846

自己確認 49 59 33 25 17 9 7 24 14 14 11

MRA※
EU 11 22 41 32 29 23 67 78 81 170 194
USA ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ ‐ 5 2 3 19

合計 1089 1040 1016 1043 1124 963 943 1016 971 1193 1070

平成26年度の登録認定機関による認証を受けた 1070機種のうち、

・ 専用通信回線設備又はデジタルデータ伝送用設備に接続される端末機器（Ｄ区分） 930機種

・ アナログ電話用設備又は移動電話用設備に接続される端末機器（Ａ区分） 344機種

＊１つの端末機器でA区分とD区分の両方取得できるため上記区分別の機種数に重複あり。

(参考） 端末機器の技術基準適合認定等の実績

※ 登録外国適合性評価機関が電気通信事業法に基づく技術基準への適合性を評価した認証数
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4. 端末機器の技術基準適合表示と義務4. 端末機器の技術基準適合表示と義務



【認証を取得した端末機器に変更を加える場合】

■ 原則として、認証取扱業者は、端末機器について、設計の内容の一部又は全部を変更しようとするときは、

認証機関による新たな認証を取得しなければなりません。

■ 新しい認証を取得する際は別の番号を取得することになります。

■ 表示の様式 【端末機器の技術基準適合認定等に関する規則様式第7号】

ADF 1６ 0001 000
登録認定機関の番号

年

端末機器の種別

T

通し番号

技術基準に適合する端末機器の表示

Ｒ XXX-YYYYYY3mm以上

電波法の表示

電気通信事業法の表示

※ ADF 1６ 0001 000と XXX-YYYYYYの記載場所は、 と一体に見えれば、上下左右いずれの場所
に記載して構わない。

ただし、 XXX-YYYYYY、 ADF 1６ 0001 000などは誤表示。

27

T A

T R

RT

※ は、技術基準適合認定の場合 の表示となる。



電気通信事業法に係る端末機器の種類と記号 電波にて電気通信回線設備
に接続する主な通信方式

 W-CDMA (HSPA)
 CDMA2000 (1xEV-DO)
 LTE
 WiFi
 WiMAX
 XGP

端末機器の種類 記号

アナログ電話用設備又は移動電話用設備に接続される端末機器 A

インターネットプロトコル電話用設備に接続される端末機器 Ｅ

インターネットプロトコル移動電話用設備に接続される端末機器 F

無線呼出設備に接続される端末機器 B

総合デジタル通信用設備に接続される端末機器 C

専用通信回線設備又はデジタルデータ伝送用設備に接続される
端末機器

D

 VoLTE

端末機器の種別の表示と主な通信方式

 TDMA
 CDMA
 W-CDMA 
 CDMA2000 

【電波による接続の例】
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第
３
章

安
全
性
等 第５章 無線呼出用設備に接続さ

れる端末設備

第６章 総合デジタル通信用設備
に接続される端末設備

第７章 専用設備又はデータ通信
用設備に接続される端末設備

第４章 電話用設備に接続される
端末設備

第１節 アナログ電話端末

第２節 移動電話端末

第３節 インターネットプロトコ
ル電話端末

第４節 インターネットプロトコル
移動電話端末

(参考）技術基準適合認定等の対象とする端末機器

端末設備等規則
（端末設備の技術基準）

端末設備等規則
（端末設備の技術基準）

端末機器の技術基準適合認定等に関する規則
（基準認証の適用対象・登録認定機関・認定方法 等）

端末機器の技術基準適合認定等に関する規則
（基準認証の適用対象・登録認定機関・認定方法 等）

第3条 対象とする端末機器
（法第53条第1項の総務省令で定める端末設備の機器）

第１号 アナログ電話用設備であって電話用設備又
は移動電話用設備に接続される電話機、構内交換設
備、ボタン電話装置、変復調装置、ファクシミリその他
総務大臣が別に告示する端末機器

第3号 インターネットプロトコル移動電話用設備に接
続される端末機器

第2号 インターネットプロトコル電話用設備に接続さ
れる電話機、構内交換設備、ボタン電話装置、符号変
換装置、ファクシミリその他呼の制御を行う端末機器

第４号 無線呼出用設備に接続される端末機器

第５号 総合デジタル通信用設備に接続される端末
機器

第６号 専用通信回線設備又はデジタルデータ伝送
用設備に接続される端末機器

技術基準適合認定等の対象は端末機器であり、端末設備等規則などに規定する技術基準につ
いて適合性の評価を実施。

端
末
機
器
の
技
術
基
準
適
合
認
定
等
に
関
す
る
試
験
方
法

ᷬ
平
成
16
年
総
務
省
告
示
第
99
号
ᷭ

端
末
機
器
の
技
術
基
準
適
合
認
定
等
に
関
す
る
試
験
方
法

ᷬ
平
成
16
年
総
務
省
告
示
第
99
号
ᷭ

表示

A

Ｅ

F

B

C

D

29



（参考） 端末機器の種別（区分）の変遷とIP電話

端末機器の種類 記号

電話用設備に接続される端末機器 Ａ

無線呼出設備用に接続される端末
機器

Ｂ

総合デジタル通信用設備に接続さ
れる端末機器

Ｃ

専用通信回線設備又はデジタル
データ伝送用設備に接続される端
末機器

Ｄ

端末機器の種類 記号

アナログ電話用設備又は移動電話用設
備に接続される端末機器

Ａ

インターネットプロトコル電話用設備に
接続される端末機器

Ｅ

無線呼出設備用に接続される端末機器 Ｂ
総合デジタル通信用設備に接続される
端末機器

Ｃ

専用通信回線設備又はデジタルデータ
伝送用設備に接続される端末機器

Ｄ

端末機器の種類 記号

アナログ電話用設備又は移動電話用設
備に接続される端末機器

Ａ

インターネットプロトコル電話用設備に
接続される端末機器

Ｅ

インターネットプロトコル移動電話用設
備に接続される端末機器

F

無線呼出設備用に接続される端末機器 Ｂ

総合デジタル通信用設備に接続される
端末機器

Ｃ

専用通信回線設備又はデジタルデータ
伝送用設備に接続される端末機器

Ｄ

～H23（２０１１）．3.31 H23（2011）.4.1 H25（2013）.3.28

４つの区分 IP電話（区分「Ｅ」を追加）→緊急通報機能 IP移動電話（区分「Ｆ」を追加）

VoIPアダプタ
機能付ルータ

ルータ VoIPアダプタ

ＩＰ電話

Ｄ

Ｄ

Ａ

Ａ

電話端末

電話端末

Ａ

電話端末

VoIPアダプタ
機能付ルータ

ルータ VoIPアダプタ

ＩＰ電話

ＤＥ

Ｄ

Ａ

Ａ

アナログ電話

移動電話

アナログ電話

Ｅ

Ｅ

移動電話
＋

データ

Ａ

ＡＤ

※図中の端末機器の種類は欄の都合、省略した記載となっております。

TADF 16 0001 001

端末機器の種類

表示の例
（３G＋VoLTEの場合）

データ
＋

IP電話

IP電話

ＡＤＦ

移動電話
＋

データ
＋

ＩＰ移動電話

データ

データ データ

Ａ

アナログ電話

Ａ
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○ 技術基準に適合している適合表示端末機器の場合

など、利用者が製品を選択する上で大変メリットがあります。

適合表示端末機器を組み込んだ製品を取り扱うことを業とする者は、総務
省令で定めるところにより、製品に組み込まれた適合表示端末機器に付され
ている表示と同一の表示を当該製品に付することができる。

（２）製品に組み込まれた適合表示端末機器の表示の「転記」

適合表示端末機器を
組み込んだ製品

端末機器の小型化、組み込み端末機器への対策

取扱説明書及び包装または容器の見やすい箇所に付すことが可能。
（１）表示を付す面積が確保できない端末機器

※ 端末機器の技術基準適合認定等に関する規則 第10条、第22条、第29条、第３８条、第４３条

映像面を有する端末機器に電磁的に記録し、当該映像面に表示すること
（電子ラベル）が可能。
なお、電磁的表示の場合、説明書等に電磁的表示に付した旨および表示方

法を記載するなど適切な方法により明らかにする必要がある。

（３）電磁的方法による表示

技術基準適合の電磁的表示の例

【端末機器の小型化などへの対策を実施】

包装または容器取扱説明書

取扱説明書等

表示の方法

※2 プラグジャック方式接続や電波による接続等の場合
※１ 電気通信事業の利用者（電気通信事業者との間に電気通信役務の提供を受ける契約を締結する者をいう。（電気通信事業法第18条第3項））

① 電気通信事業者は利用者※１

からの接続の請求を拒めない
② 電気通信事業者の端末設備
の接続の検査が不要

③ 工事担任者を要しない接続
の工事※2の適用の前提
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認証取扱業者（届出業者）は、上記の義務を履行するため、認証を受けた「確認の方法」
（品質管理に関する方法）に従い、その取扱いに係る端末機器について検査を行い、その
検査記録を作成・保存（検査の日から10年間）する義務。

適合表示端末機器の表示に係る主な義務

① 設計合致義務

認証取扱業者（届出業者）は、認証（届出）に係る設計書に基づく端末機器を取り扱う場合、
その端末機器を設計に合致させなければならない義務。

② 検査記録作成・保存義務

③ 表示の適正化の義務

法令に従い適正に表示する義務。
また、端末機器に変更を加える場合、設計の内容の一部又は全部を変更しようとするとき

は、登録認定機関等による認証を新たに取得しなければなりません。

変更があった場合には、遅滞なく届け出る義務。
また、確認方法書に変更があった場合はその全文を添付して届け出る必要があります。

④ 変更を遅滞なく届け出る義務

（認定規則第４１条）【法第６３条第5項、認定規則第8条第5項、認定規則第19条第5項 】

【法第58条、第65条】

【法第57条第２項、第64条第2項、認定規則第42条】

【法第５７条第１項、第64条第1項】

※ 法：電気通信事業法、
認定規則：端末機器の技術基準適合認定等に関する規則
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5. 端末機器の市場調査と不適合事例5. 端末機器の市場調査と不適合事例



端末機器市場調査

市場調査 （平成１５年度より実施）

○ 基準認証制度の適正性を保つ観点から、実際に市場に流通する端末機器を入手し
端末機器の技術基準への適合性や適切な表示かされているかなど検査を実施。

１.市販品の入手 ２．技術基準への
適合性審査

・ 実測試験による検証

・ 端末機器が技術基準に
合致しているのか確認

等

設計
ＸＸＸＸ

適

３．表示の審査

・ 表示の有無、記号・番号
の配列、大きさの確認

・ 表示の転記や電子表示
等の具体的に方法を確認

等

４．指導･命令･処分

不適合機器が発見
された場合

⇒適切な対応を取る
よう指導等の実施

・ 総務省が市販の
端末機器を入手。
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市場調査の方針と不適合

・ アナログ電話端末 ・ 移動電話端末

・ インターネットプロトコル電話端末 ・ インターネットプロトコル移動電話端末

・ 総合デジタル通信端末 ・ 専用通信回線設備・データ端末

① 調査サンプル数

② 認証機関等の一覧（各機関１台以上）

登録外国適合性評価機関 （５機関）

登録認定機関 （８機関）

技術基準適合自己確認 （平成26年度届出受理案件より選定）

以下の種別のものから40台以上

（※無線呼出は今回なし）

平成26年度 平成25年度 平成2４年度

調査実施端末機器の不適合率 2.3 13.3 ４.４

（％）

(１) 平成26年度の市場調査の方針

（２） 不適合率
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違反事例と傾向 36

① 設計合致義務違反

② 設計認証の取得と異なる名称

○ 認証取扱業者の下請けとなる製造業者が、認証を受けた設計とは異なる
端末機器を製造
⇒ 製造における仕様や部品等の変更が反映されない

○ 認証取扱業者は受入（納入）検査を実施していなかったため、設計変更に
気付かなかった。

○ 認証取扱業者が開発用の機器名で認証を取得し、販売用の機器名に変更
したにもかかわらず、名称変更の届け出を提出しなかった。

○ 認証取扱業者の社名および代表者が変更。
○ 変更届を未提出。

※ 意外に多い社名や代表者の変更忘れ

検査後10年の管理義務

基準認証は、技術基準への適合性が証明されたことが明確なことが重要です。
認証を取得した際の製品の情報と流通する製品を一致させ続ける必要があります。



不適合端末等の公表

【不適合となった端末機器等の公表】

http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/tanmatu/futekigou.html/

（2) 利用者へのお願い
本ホームページや製造業者等による情報提供などを通じ、利用している電気通信機器の

技術基準への不適合等を確認した場合には、速やかに販売業者等に問い合わせ、その後の
対応をご相談ください。

（HP抜粋）

表1 技術基準への不適合等が確認された端末機器の一覧

電気通信機器名称
（型番）

該当する
認証番号等

認証取扱業者
不適合等の
概要及び対応

表2 表示の不備等が確認された端末機器の一覧

電気通信機器名称
（型番）

該当する
認証番号等

認証取扱業者
あるいは
販売業者等

不適合等の
概要及び対応
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総務大臣は、次に該当する場合には、認証
取扱業者に対し、２年以内の期間を定めて、設
計書に基づく機器に表示を付すことを禁止
することができます。
【電気通信事業法第60条第１項】

① 設計書に基づく機器が、電気通信事業法に定め
る技術基準に適合していない場合において、電気通
信回線設備を利用する他の利用者の通信への妨害
の発生を防止するため特に必要があると認めると
き（⑥を除く。）。

② 認証取扱業者が検査・記録義務に違反したとき。
③ 認証取扱業者が措置命令に違反したとき。
④ 認証取扱業者が不正な手段により認証を受けた
とき。

⑤ 登録認定機関が義務に違反して認証をしたとき。
⑥ 技術基準が変更された場合において、当該変更
前に認証を受けた設計が当該変更後の技術基準に
適合しないと認めるとき。

認証に係る表示が付されている機器が技
術基準に適合していない場合において、総務
大臣が電気通信回線設備を利用する他の利
用者の通信への妨害の発生を防止するため
特に必要があると認めるときは、その機器は、
技術基準に適合している旨の表示が付され
ていないものとみなす処分を行うことがで
きます。 【電気通信事業法第55条第１項】

表示の禁止の処分

総務大臣は、認証取扱業者が設計合致義
務に違反していると認める場合には、認証取
扱業者に対し、認証に係る確認の方法を改善
するために必要な措置をとるべきことを命
ずることができます。
【電気通信事業法第59条】

措置命令

○ 総務大臣は、表示を付することを禁止したとき、又は、表示が付されていないものとみなす
処分をしたときは、その旨を官報で公示します。
【事業法第55条第２項、第60条第２項及び端末機器の技術基準適合認定等に関する規則第24条】

技術基準や表示に関する不適合に対する主な措置

表示が付されていないものとみなす処分
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■ 総務大臣は、この法律を施行するため必要があると認めるときは、認証取扱業者に対し、
認証に係る端末機器に関し報告させ、又はその職員に、認証取扱業者の事業所に立ち入り、
当該機器その他の物件を検査させることができます。

■ 報告拒否、虚偽報告等の場合は30万円以下の罰金に処せられることがあります。

■ 総務大臣は、認証に係る端末機器であって表示が付されているものが、技術基準に適合
しておらず、かつ、その機器の使用により電気通信回線設備を利用する他の利用者の通信
に妨害を与えるおそれがあると認める場合において、妨害の拡大を防止するために特に必
要があると認めるときは、認証取扱業者に対し、その機器による妨害の拡大を防止するた
めに必要な措置を講ずべきことを命ずることができます。

■ 命令違反の場合は1年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処せられることがあります。
また、1億円以下の罰金刑の法人重課があります。

報告徴収と立入検査及び妨害防止命令

認証取扱業者への立入検査 【第166条第2項、第3項】

妨害防止命令 【法第54条】

■ 総務大臣は、職員に立入検査をさせた場合において、その所在の場所において検査をさ
せることが著しく困難であると認められる機器又は当該機器の検査を行うために特に必要
な物件があったときは、認証取扱業者に対し、期限を定めて、当該機器又は当該物件を提
出すべきことを命ずることができます。

■ 命令違反の場合は30万円以下の罰金に処せられることがあります。

端末機器の提出 【法第167条】
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１ 音声通話を行う端末機器と緊急通報機能

２ 不正試験レポート問題

【注意情報】



音声通話を行う端末機器と緊急通報機能

１１０

緊急通報は、アメリカの「９１１」や欧州で多く利用される「１１２」に相当するもので、
国により対応する機関や制御が異なります。

１１８ １１９

警察 海上保安庁

音声通話の機能をもつ端末機器は、緊急通報の機能を持つ必要があります。

【通常の通話回線と異なる制御】
・ 緊急通報の場合、優先的な取扱い、回線保持義務または呼び返し義務あり。
・ 固定電話は、加入者情報、移動体端末は、位置情報を緊急通報先の機関に提供

⇒ 緊急機関が救助等の対応を即時実施。

携帯電話やスマートフォンは、設定により正常に動作しない可能性があります。

消防庁（急病搬送を含む）
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42

Item
Police Coastguard Fire Dept / 

Ambulance

Value Value Value

Emergency
Call Code

1 1 1 1 1 1
F 0 F 8 F 9
F F F F F F

Emergency
Service 

Category
01 08 06

携帯電話の緊急通報に関する試験方法についての注意事項

携帯電話の緊急通報の発信は2種類の方法が採用されており、国内の携帯電話事業者の接続には、
いずれの方法にも対応できる試験の実施が重要です。

○ 携帯電話の緊急通報の発信は、以下の２種類があります。
・ ノーマルセットアップ（通常番号発信）
・ エマージェンシーセットアップ（エマージェンシー・サービス・カテゴリー（警察､海上保安､消防・救急）を含む）

○ エマージェンシーセットアップによる発信では、ＳＩＭに記載されているエレメンタリーファイ
ル（ＥＦ）内のエマージェンシーコールコード（ＥＣＣ）情報を携帯端末が読み込んで発信しなけ
ればならない。

ＳＩＭ内のＥＦＥＣＣ情報の例

○ 試験では、基地局シミュレータにより以下の項目を確認する。
・ノーマルセットアップ ： 発信番号を確認
・エマージェンシーセットアップ ： サービスカテゴリーを確認

発信方法毎の試験方法

ノーマルセットアップ エマージェンシーセットアップ

「ＭＲＡ国際ワークショップ201２」資料より



携帯電話・スマートフォンの認証を取得する方への注意

人命にかかわります

201２年と比較して携帯電話・スマートフォンの環境は、

○ SIMロック解除ガイドラインによる多様な電気通信事業者の回線の接続

○ IP移動電話(VoLTE)など新たな通信方式の登場による過渡的な状況

（電気通信事業者のCSフォールバック方式などの採用等の状況を踏まえた試験）

など、多様な電気通信事業者の回線設備や通信方式が変化しています。

最新の動向に対応した緊急通報の試験が重要となっております。
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不正試験レポート問題

フェイク試験レポートとは、故意・悪意に偽装した試験結果レポートのことです。
記載ミスなどの単純なケアレスミスではなく、故意・悪意によるデータの偽装や改ざんによる不
正試験レポートが提出される事例が出ており、問題となりつつあります。

1. 不良試験レポート (False Testing Report)

単純なケアレス・ミス
未経験や未熟な試験員による試験

2.不正試験レポート (Faked Testing Report)

故意・悪意による偽造
悪意的行動
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（送信スペクトラムの試験レポート）

事例 測定画像を作為的に画像加工した不正試験レポートの例

Fake
ピークデテクション・モード

１MHzスパン

サンプルデテクション・モード

同じ日時？

ゼロスパンなのにマーカーに周波数表示

１MHzスパンのまま

画像加工？

ピークデテクション・モードなので測定上の
ミスと判断。
サンプルデテクション・モードでゼロスパン
での再測定を依頼。

サンプルデテクション・モードで測定し
ているが、1MHzスパンで測定してるた
めゼロスパンの再測定を要求。

【 ２回目の提出データ 】

不信な箇所
１ 測定日時が2回目と同じ

２ ゼロスパンのマーカに周波数表示

3 2回目と波形等試験レポートが酷似

【 ３回目の提出データ 】【 １回目の提出データ 】

提供：JVLATE



仮に試験所等が作成した不正であっても責任は、偽装した試験レポートを採用し提出し
た認証取扱業者、認証が通ったのであれば登録認定機関にも責任が及びます。

責任・・・・

表示の禁止（法第６０条）、妨害防止命令（法第54条）の対象？

設計合致義務をもつ認証取扱業者（申請者）の責任が問われます。
・・・登録認定機関の認証の責任も・・・
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試験など外部の試験所または代理店
などの第3者に委託した場合は、確認
を忘れずに・・・

もしかして
Fake！

リスク管理しましょう！



● 総務省 ホームページ
http://www.soumu.go.jp/

● 電気通信事業 ホームページ（基準認証制度）
http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/tanmatu/index.html

● ご質問・お問い合わせ

mra‐t@soumu.go.jp


